
【表紙】

【提出書類】 有価証券届出書の訂正届出書

【提出先】 関東財務局長殿

【提出日】 令和元年8月23日提出

【発行者名】 アムンディ・ジャパン株式会社

【代表者の役職氏名】 代表取締役　ローラン・ベルティオ

【本店の所在の場所】 東京都千代田区内幸町一丁目２番２号

【事務連絡者氏名】 青木　章人

【電話番号】 03-3593-9023

【届出の対象とした募集（売

出）内国投資信託受益証券に

係るファンドの名称】

ワールド・バリュー・アロケーション Ａコース（為替ヘッジあり）

（野村ＳＭＡ・ＥＷ向け）

ワールド・バリュー・アロケーション Ｂコース（為替ヘッジなし）

（野村ＳＭＡ・ＥＷ向け）

【届出の対象とした募集（売

出）内国投資信託受益証券の

金額】

各ファンドにつき

　　　募集額　上限 3,000億円

【縦覧に供する場所】 該当事項はありません。
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1．【有価証券届出書の訂正届出書の提出理由】

令和元年8月23日付にて半期報告書を提出いたしましたので、平成31年2月22日付にて提出いたしました有

価証券届出書（以下「原届出書」といいます。）の関係情報を新たな情報に訂正し、また記載事項の一部

に訂正もしくは追加を行うため、本訂正届出書を提出するものであります。

2．【訂正事項】

原届出書の内容は本訂正届出書の内容に変更および更新されます。

下線部分は、訂正もしくは追加個所を示します。

第一部【証券情報】

(12)【その他】

⑤ その他

委託会社へのお問合せ先

＜訂正前＞

＜訂正後＞
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第二部【ファンド情報】

第１【ファンドの状況】

３【投資リスク】

(5) リスク管理体制

（参考情報）

原届出書の「第二部 ファンド情報　第１ ファンドの状況　３ 投資リスク　（参考情報）」は次の

内容に更新・訂正されます。

＜更新・訂正後＞
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４【手数料等及び税金】

(3)【信託報酬等】

＜訂正前＞

① 信託報酬の総額は、投資信託財産の純資産総額に対し年率0.2808％（税抜0.26％）を乗じて得た

金額とし、ファンドの計算期間を通じて毎日、費用計上され、ファンドの基準価額に反映されま

す。

（信託報酬の配分および実質的な負担上限） （年率）

支払先 料率 役務の内容

ファンド

委託会社 0.20％（税抜）

ファンドの運用とそれに伴う調査、受

託会社への指図、法定書面等の作成、

基準価額の算出等の対価

販売会社 0.03％（税抜）

購入後の情報提供、運用報告書等各種

書類の送付、口座内でのファンドの管

理および事務手続き等の対価

受託会社 0.03％（税抜）
ファンドの財産の保管および管理、委

託会社からの指図の実行等の対価

主要投資対象とする投資信託証券 料率 役務の内容

ファースト・イーグルＡＩＦ
1.0％

※1
（上限、

本書作成日現在）

投資信託財産の運用・管理等の対価
ＣＡマネープールファンド

（適格機関投資家専用）

0.378％（税抜

0.35％）（上限、

本書作成日現在）

実質的な負担上限 1.2808％（税込）
※2 ―

実際の信託報酬額の合計額は主要投資対象とする投資信託証券の組入状況、運用状況によって変

動します。

※1　このほかに、「ファースト・イーグルAIF」においては成功報酬がかかりますが、運用状況

によって変動するためその合計額は記載しておりません。

成功報酬算定期間（毎年9月1日から翌年8月31日まで）において、「ファースト・イーグ

ルAIF」の基準価額（当該日の成功報酬計算前）の収益率が、3カ月米ドルLibor+4%（年

率）を上回った場合に、当該超過分に対して15％の成功報酬がかかります。成功報酬は、

日々計上（再計算）されます（値下がりの場合は戻し入れされます）。

※2　ファンドの信託報酬率0.2808％（年率・税込）に主要投資対象とする投資信託証券のうち

信託報酬が最大のもの（「ファースト・イーグルAIF」年率1.0％）を加算しております。

② 信託報酬は、毎計算期間の最初の６カ月終了日および毎計算期間末または信託終了のときに、投

資信託財産中から支弁します。なお、信託報酬の販売会社への配分は、販売会社の行う業務に対

する代行手数料であり、委託会社がいったん投資信託財産から収受した後、販売会社に支払いま

す。

◆上記の信託報酬等は、本書作成日現在のものです。

＜訂正後＞

（信託報酬の配分）
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ファンド

信託報酬の総額は、投資信託財産の純資産総額に対し年率0.2808％
＊
（税抜0.26％）を乗

じて得た金額とし、ファンドの計算期間を通じて毎日、費用計上され、ファンドの基準価

額に反映されます。

＊消費税率が10％となった場合は、0.286％となります。

（信託報酬の配分）

支払先 料率（年率） 役務の内容

委託会社 0.20％（税抜）
ファンドの運用とそれに伴う調査、受託会社への指

図、法定書面等の作成、基準価額の算出等の対価

販売会社 0.03％（税抜）
購入後の情報提供、運用報告書等各種書類の送付、口

座内でのファンドの管理および事務手続き等の対価

受託会社 0.03％（税抜）
ファンドの財産の保管および管理、委託会社からの指

図の実行等の対価

毎計算期間の最初の6カ月終了日および毎計算期間末または信託終了のときに、投資信

託財産中から支弁します。

投資対象と

する投資信

託証券

名称 料率（年率）

ファースト・イーグルＡＩＦ
1.0％（上限）

※

ＣＡマネープールファンド

（適格機関投資家専用）
0.378％

＊
（税抜0.35％）（上限）

＊消費税率が10％となった場合は、0.385％となります。

※この他に、「ファースト・イーグルAIF」においては成功報酬がかかりますが、

運用状況によって変動するためその合計額は記載しておりません。

成功報酬算定期間（毎年9月1日から翌年8月31日まで）において、「ファース

ト・イーグルAIF」の基準価額（当該日の成功報酬計算前）の収益率が、3カ月米

ドルLibor+4％（年率）を上回った場合に、当該超過分に対して15％の成功報酬

がかかります。成功報酬は、日々計上（再計算）されます（値下がりの場合は戻

し入れされます）。

実質的な負

担の上限

1.2808％（税込）

ファンドの信託報酬率0.2808％（年率・税込）にサブファンドのうち信託報酬が最大

のもの（年率1.0％）を加算しております。消費税率が10％となった場合は、実質的な

負担上限は1.286％となります。実際の信託報酬の合計額はサブファンドの組入状況、

運用状況によって変動します。

なお、信託報酬の販売会社への配分は、販売会社の行う業務に対する代行手数料であり、委託会

社がいったん投資信託財産から収受した後、販売会社に支払います。

◆上記の信託報酬等は、本書作成日現在のものです。

(5)【課税上の取扱い】

原届出書の「第二部 ファンド情報　第１ ファンドの状況　４ 手数料等及び税金　（５）課税上の取扱

い」につきましては次の内容に更新・訂正されます。

＜更新・訂正後＞

日本の居住者である受益者に対する課税上の取扱いは、平成31年3月末現在の内容に基づいて記載

しており、税法が改正された場合等には、以下の内容および本書における税制に関する記載内容が

変更になることがあります。ファンドは、課税上、株式投資信託として取り扱われます。

① 個人の受益者に対する課税
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〇収益分配金のうち課税扱いとなる普通分配金は配当所得として下記の税率により源泉徴収されま

す。

なお、原則として、申告分離課税
※
または総合課税により確定申告を行う必要がありますが申告

不要制度を選択することができます。

〇換金時および償還時における差益は譲渡所得等となり、下記の税率による申告分離課税
※
が適用

され、確定申告が必要となります。ただし、特定口座（源泉徴収選択口座）を利用している場合

は、下記の税率により源泉徴収が行われ、原則として、確定申告は不要となります。

税率 20.315％（所得税15％、復興特別所得税0.315％、地方税5％）

※　申告分離課税を選択した場合において、上場株式等の譲渡損失の金額がある場合には、上場株

式等の配当所得（収益分配金を含みます。）と当該上場株式等の譲渡損失（解約損、償還損を

含みます。）の損益通算（特定公社債等（公募公社債投資信託を含みます。）の利子所得等お

よび譲渡所得等も対象となります。）をすることができます（当該上場株式等の配当所得の金

額を限度とします。）。なお、損益通算してもなお控除しきれない損失の金額については、翌

年以降3年間にわたり繰越控除が可能です。

（注）ファンドは、配当控除は適用されません。

② 法人の受益者に対する課税

収益分配金のうち課税扱いとなる普通分配金ならびに換金時および償還時の個別元本超過額

について、下記の税率により源泉徴収されます（地方税の源泉徴収はありません。）。源泉徴

収された税金は、所有期間に応じて税額控除が適用されます。

税率 15.315％（所得税15％、復興特別所得税0.315％）

（注）ファンドは、益金不算入制度は適用されません。

③ 個別元本について

1) 追加型の株式投資信託について、受益者ごとの取得申込時のファンドの価額等が受益者の元本

（個別元本）に当たります。

2) 受益者が同一ファンドを複数回取得した場合の個別元本は、受益者が追加信託を行うつど、そ

の受益者の受益権口数で加重平均することにより算出されます。

3) 同一ファンドを複数の販売会社で取得する場合については販売会社ごとに、個別元本の算出が

行われます。ただし、個別元本は、複数支店等で同一ファンドを取得する場合などにより把握

方法が異なる場合があります。詳しくは販売会社にお問合せください。

4) 受益者が元本払戻金（特別分配金）を受け取った場合、収益分配金発生時にその個別元本から

元本払戻金（特別分配金）
※
を控除した額が、その後の個別元本となります。

※「元本払戻金（特別分配金）」については、後記「④ 収益分配金の課税について」をご参照

ください。

④ 収益分配金の課税について

追加型株式投資信託の収益分配金には、課税扱いとなる「普通分配金」と、非課税扱いとなる

「元本払戻金（特別分配金）」（受益者ごとの元本の一部払戻しに相当する部分）の区分がありま

す。

受益者が収益分配金を受け取る際、収益分配金落ち後の基準価額が受益者の個別元本と同額の場

合または受益者の個別元本を上回っている場合には、収益分配金の全額が普通分配金となり、収益

分配金落ち後の基準価額が受益者の個別元本を下回っている場合には、その下回る部分の額が元本

払戻金（特別分配金）となり、収益分配金から前記元本払戻金（特別分配金）を控除した額が普通

分配金となります。なお、受益者が元本払戻金（特別分配金）を受け取った場合、収益分配金発生

時にその個別元本から元本払戻金（特別分配金）を控除した額が、その後の受益者の個別元本とな

ります。
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※ 上図は収益分配金のイメージ図であり、収益分配金の支払いおよびその水準を保証するものではありません。

◇ 課税上の取扱いの詳細につきましては、税務専門家等にご確認ください。
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５【運用状況】

原届出書の「第二部 ファンド情報　第１ ファンドの状況　５ 運用状況」につきましては次の内容に更

新・訂正されます。

＜更新・訂正後＞

以下は令和元年6月末日現在の運用状況です。

また、投資比率は、小数点以下第3位を切捨てで表示しているため、当該比率の合計と合計欄の比率が一

致しない場合があります。

（1）【投資状況】

信託財産の構成

「ワールド・バリュー・アロケーション Ａコース（為替ヘッジあり）（野村ＳＭＡ・ＥＷ向け）」

資産の種類 国/地域 時価合計(円) 投資比率(%)

投資信託受益証券 日本 100 0.00

投資証券 ルクセンブルク 1,066,942,746 97.44

現金・預金・その他の資産（負債控除後） ― 27,953,864 2.55

合計（純資産総額） 1,094,896,710 100.00

（注）投資比率とは、ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価合計比率をいいます。以下同じ。

「ワールド・バリュー・アロケーション Ｂコース（為替ヘッジなし）（野村ＳＭＡ・ＥＷ向け）」

資産の種類 国/地域 時価合計(円) 投資比率(%)

投資信託受益証券 日本 100 0.00

投資証券 ルクセンブルク 2,371,577,817 98.23

現金・預金・その他の資産（負債控除後） ― 42,514,079 1.76

合計（純資産総額） 2,414,091,996 100.00

その他の資産の投資状況

「ワールド・バリュー・アロケーション Ａコース（為替ヘッジあり）（野村ＳＭＡ・ＥＷ向け）」

資産の種類 国/地域 評価額（円） 投資比率(%)

為替予約取引（売建） 日本 1,048,704,800 95.78

（注1）投資比率とは、ファンドの純資産総額に対する当該資産の評価額比率をいいます。

（注2）為替予約取引の時価については、原則としてわが国の対顧客先物売買相場の仲値で評価しており

ます。

「ワールド・バリュー・アロケーション Ｂコース（為替ヘッジなし）（野村ＳＭＡ・ＥＷ向け）」

該当事項はありません。

（2）【投資資産】

①【投資有価証券の主要銘柄】

「ワールド・バリュー・アロケーション Ａコース（為替ヘッジあり）（野村ＳＭＡ・ＥＷ向け）」

順

位

国/

地域
種類 銘柄名 口数

帳簿価額

単価

（円）

帳簿価額

（円）

評価額

単価

（円）

評価額

（円）

投資

比率

(%)

1
ルクセン

ブルク
投資証券

ファースト・イーグル・アムンディ・

インターナショナル・ファンド
5,101.767 193,721.26 988,320,761 209,132.00 1,066,942,746 97.44

2 日本
投資信託受

益証券

CAマネープールファンド(適格機関投

資家専用)
100 1.0056 100 1.0051 100 0.00

（注）投資比率とは、ファンドの純資産総額に対する当該銘柄の評価額比率をいいます。以下同じ。
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「ワールド・バリュー・アロケーション Ｂコース（為替ヘッジなし）（野村ＳＭＡ・ＥＷ向け）」

順

位

国/

地域
種類 銘柄名 口数

帳簿価額

単価

（円）

帳簿価額

（円）

評価額

単価

（円）

評価額

（円）

投資

比率

(%)

1
ルクセン

ブルク
投資証券

ファースト・イーグル・アムンディ・

インターナショナル・ファンド
11,340.1 197,289.56 2,237,283,357 209,132.00 2,371,577,817 98.23

2 日本
投資信託受

益証券

CAマネープールファンド(適格機関投

資家専用)
100 1.0056 100 1.0051 100 0.00

種類別投資比率

「ワールド・バリュー・アロケーション Ａコース（為替ヘッジあり）（野村ＳＭＡ・ＥＷ向け）」

国内/外国 種類 投資比率(%)

国内 投資信託受益証券 0.00

外国 投資証券 97.44

合計 97.44

（注）投資比率とは、ファンドの純資産総額に対する当該種類の評価額比率をいいます。以下同じ。

「ワールド・バリュー・アロケーション Ｂコース（為替ヘッジなし）（野村ＳＭＡ・ＥＷ向け）」

国内/外国 種類 投資比率(%)

国内 投資信託受益証券 0.00

外国 投資証券 98.23

合計 98.23

②【投資不動産物件】

該当事項はありません。

③【その他投資資産の主要なもの】

「ワールド・バリュー・アロケーション Ａコース（為替ヘッジあり）（野村ＳＭＡ・ＥＷ向け）」

種類
国/
地域

資産名 買建/売建 数量
帳簿価額
（円）

評価額
（円）

投資
比率
(%)

為替予約取引 日本 米ドル売/円買 売建 9,790,000.00 1,054,451,081 1,048,704,800 95.78

（注1）投資比率とは、ファンドの純資産総額に対する当該資産の評価額比率をいいます。

（注2）為替予約取引の時価については、原則としてわが国の対顧客先物売買相場の仲値で評価しており

ます。

「ワールド・バリュー・アロケーション Ｂコース（為替ヘッジなし）（野村ＳＭＡ・ＥＷ向け）」

該当事項はありません。

（3）【運用実績】

①【純資産の推移】

令和元年6月末日及び同日前１年以内における各月末ならびに下記の計算期間末の純資産の推移は次の通

りです。

「ワールド・バリュー・アロケーション Ａコース（為替ヘッジあり）（野村ＳＭＡ・ＥＷ向け）」

期間
純資産総額
(分配落)(円)

純資産総額
(分配付)(円)

1口当たり
純資産額
(分配落)(円)

1口当たり
純資産額
(分配付)(円)

第1期計算期間末 (平成29年12月 6日) 274,422,661 274,422,661 1.0307 1.0307

第2期計算期間末 (平成30年12月 6日) 1,014,968,088 1,014,968,088 0.9655 0.9655

平成30年 6月末日 954,202,847 － 1.0126 －

7月末日 1,081,910,324 － 1.0268 －

8月末日 1,143,561,405 － 1.0217 －

EDINET提出書類

アムンディ・ジャパン株式会社(E09666)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

10/55



9月末日 1,146,094,497 － 1.0238 －

10月末日 1,046,651,445 － 0.9645 －

11月末日 1,048,611,808 － 0.9737 －

12月末日 915,902,545 － 0.9169 －

平成31年 1月末日 1,053,328,234 － 0.9771 －

2月末日 1,115,232,435 － 1.0053 －

3月末日 1,097,230,605 － 1.0001 －

4月末日 1,141,429,031 － 1.0130 －

令和元年 5月末日 1,042,753,529 － 0.9754 －

6月末日 1,094,896,710 － 1.0243 －

「ワールド・バリュー・アロケーション Ｂコース（為替ヘッジなし）（野村ＳＭＡ・ＥＷ向け）」

期間
純資産総額
(分配落)(円)

純資産総額
(分配付)(円)

1口当たり
純資産額
(分配落)(円)

1口当たり
純資産額
(分配付)(円)

第1期計算期間末 (平成29年12月 6日) 560,407,215 560,407,215 1.0543 1.0543

第2期計算期間末 (平成30年12月 6日) 1,614,489,398 1,614,489,398 1.0174 1.0174

平成30年 6月末日 1,447,681,906 － 1.0328 －

7月末日 1,646,937,469 － 1.0539 －

8月末日 1,650,214,919 － 1.0513 －

9月末日 1,764,445,539 － 1.0774 －

10月末日 1,594,393,005 － 1.0161 －

11月末日 1,683,565,771 － 1.0298 －

12月末日 1,529,694,638 － 0.9525 －

平成31年 1月末日 1,632,980,174 － 1.0023 －

2月末日 1,887,016,645 － 1.0505 －

3月末日 1,966,849,954 － 1.0498 －

4月末日 2,106,196,081 － 1.0732 －

令和元年 5月末日 1,999,781,923 － 1.0135 －

6月末日 2,414,091,996 － 1.0499 －

②【分配の推移】

「ワールド・バリュー・アロケーション Ａコース（為替ヘッジあり）（野村ＳＭＡ・ＥＷ向け）」

期間 1口当たり分配金（円）

第1期計算期間
自 平成29年 8月25日
至 平成29年12月 6日

0.0000

第2期計算期間
自 平成29年12月 7日
至 平成30年12月 6日

0.0000

「ワールド・バリュー・アロケーション Ｂコース（為替ヘッジなし）（野村ＳＭＡ・ＥＷ向け）」

期間 1口当たり分配金（円）

第1期計算期間
自 平成29年 8月25日
至 平成29年12月 6日

0.0000
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第2期計算期間
自 平成29年12月 7日
至 平成30年12月 6日

0.0000

③【収益率の推移】

「ワールド・バリュー・アロケーション Ａコース（為替ヘッジあり）（野村ＳＭＡ・ＥＷ向け）」

期間 収益率(%)

第1期計算期間
自 平成29年 8月25日
至 平成29年12月 6日

3.1

第2期計算期間
自 平成29年12月 7日
至 平成30年12月 6日

△6.3

第3期中間計算期間
自 平成30年12月 7日
至 令和元年 6月 6日

2.7

（注）収益率は以下の計算式により算出しております。

（当該計算期間末分配付基準価額－当該計算期間の直前の計算期間末分配落基準価額）÷（当該計

算期間の直前の計算期間末分配落基準価額）×100

ただし、第1期計算期間については「当該計算期間の直前の計算期間末分配落基準価額」に代えて

設定時の基準価額（10,000円）を用いております。

なお、小数点以下第2位を四捨五入し、小数点以下第1位まで表示しております。以下同じ。

「ワールド・バリュー・アロケーション Ｂコース（為替ヘッジなし）（野村ＳＭＡ・ＥＷ向け）」

期間 収益率(%)

第1期計算期間
自 平成29年 8月25日
至 平成29年12月 6日

5.4

第2期計算期間
自 平成29年12月 7日
至 平成30年12月 6日

△3.5

第3期中間計算期間
自 平成30年12月 7日
至 令和元年 6月 6日

0.4

（4）【設定及び解約の実績】

「ワールド・バリュー・アロケーション Ａコース（為替ヘッジあり）（野村ＳＭＡ・ＥＷ向け）」

期間 設定口数 解約口数 発行済口数

第1期計算期間
自 平成29年 8月25日
至 平成29年12月 6日

266,258,987 ― 266,258,987
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第2期計算期間
自 平成29年12月 7日
至 平成30年12月 6日

1,172,440,858 387,441,805 1,051,258,040

第3期中間計算期間
自 平成30年12月 7日
至 令和元年 6月 6日

314,349,417 281,421,276 1,084,186,181

（注1）全て本邦内におけるものです。以下同じ。

（注2）第1期計算期間の設定口数には、当初募集期間の設定口数を含みます。以下同じ。

「ワールド・バリュー・アロケーション Ｂコース（為替ヘッジなし）（野村ＳＭＡ・ＥＷ向け）」

期間 設定口数 解約口数 発行済口数

第1期計算期間
自 平成29年 8月25日
至 平成29年12月 6日

608,969,644 77,406,427 531,563,217

第2期計算期間
自 平成29年12月 7日
至 平成30年12月 6日

1,671,476,881 616,211,429 1,586,828,669

第3期中間計算期間
自 平成30年12月 7日
至 令和元年 6月 6日

690,780,770 318,397,125 1,959,212,314
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（参考情報）
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第２【管理及び運営】

１【申込（販売）手続等】

＜訂正前＞

(2) ファンドの価額は、取得申込受付日の翌営業日の基準価額とします。基準価額は、委託会社の毎

営業日に計算され、販売会社または委託会社に問合せることにより知ることができます。

＜訂正後＞

(2) ファンドの価額は、取得申込受付日の翌営業日の基準価額とします。基準価額は、委託会社の毎

営業日に計算され、販売会社または委託会社に問合せることにより知ることができます。

３【資産管理等の概要】

(1)【資産の評価】

②  基準価額の算出頻度と公表

＜訂正前＞

基準価額は、委託会社の毎営業日計算され、販売会社または委託会社に問合せることにより

知ることができます。また、基準価額は原則として、計算日の翌日の日本経済新聞に掲載され

ます。なお、基準価額は１万口単位で表示されます。

ファンドの基準価額について委託会社の照会先は後記のとおりです。

＜訂正後＞

基準価額は、委託会社の毎営業日計算され、販売会社または委託会社に問合せることにより

知ることができます。また、基準価額は原則として、計算日の翌日の日本経済新聞に掲載され

ます。なお、基準価額は１万口単位で表示されます。

ファンドの基準価額について委託会社の照会先は後記のとおりです。

EDINET提出書類

アムンディ・ジャパン株式会社(E09666)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

15/55



(5)【その他】

④ 運用報告書の作成

＜訂正前＞

委託会社は、毎決算時および償還時に交付運用報告書を作成し、知れている受益者に販売会社

よりお届けいたします。

運用報告書（全体版）は、委託会社のホームページに掲載されます。ただし、受益者から運用

報告書（全体版）の交付請求があった場合には、交付します。

＜訂正後＞

委託会社は、毎決算時および償還時に交付運用報告書を作成し、知れている受益者に販売会社

よりお届けいたします。

運用報告書（全体版）は、委託会社のホームページに掲載されます。ただし、受益者から運用

報告書（全体版）の交付請求があった場合には、交付します。
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第３【ファンドの経理状況】

１【財務諸表】

原届出書の「第二部 ファンド情報　第３ ファンドの経理状況　１ 財務諸表」に以下の全文が追加され

ます。以下は追加される内容のみ記載しております。

１．当ファンドの中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52

年大蔵省令第38号）並びに同規則第38条の3及び第57条の2の規定により、「投資信託財産の計算に関

する規則」（平成12年総理府令第133号）に基づき作成しております。

なお、中間財務諸表に記載している金額は、円単位で表示しております。

２．当ファンドは、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、第3期中間計算期間(平成30年12月7

日から令和元年6月6日まで)の中間財務諸表について、ＰｗＣあらた有限責任監査法人により中間監

査を受けております。
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【中間財務諸表】

【ワールド・バリュー・アロケーション Ａコース（為替ヘッジあり）（野村ＳＭＡ・ＥＷ向け）】

（１）【中間貸借対照表】

（単位：円）

第2期計算期間末

（平成30年12月 6日）

第3期中間計算期間末

（令和元年 6月 6日）

資産の部

流動資産

預金 54,308 78,280

コール・ローン 41,389,737 49,025,638

投資信託受益証券 100 100

投資証券 1,026,525,082 1,013,858,649

派生商品評価勘定 ― 21,629,225

未収入金 ― 3,733,861

流動資産合計 1,067,969,227 1,088,325,753

資産合計 1,067,969,227 1,088,325,753

負債の部

流動負債

派生商品評価勘定 485,622 3,702

未払金 25,586,604 269,940

未払解約金 25,156,272 11,827,136

未払受託者報酬 172,520 172,288

未払委託者報酬 1,322,624 1,320,813

未払利息 119 120

その他未払費用 277,378 230,705

流動負債合計 53,001,139 13,824,704

負債合計 53,001,139 13,824,704

純資産の部

元本等

元本 1,051,258,040 1,084,186,181

剰余金

中間剰余金又は中間欠損金（△） △36,289,952 △9,685,132

(分配準備積立金) 1,464,495 1,128,557

元本等合計 1,014,968,088 1,074,501,049

純資産合計 1,014,968,088 1,074,501,049

負債純資産合計 1,067,969,227 1,088,325,753
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（２）【中間損益及び剰余金計算書】

（単位：円）

第2期中間計算期間

自 平成29年12月 7日

至 平成30年 6月 6日

第3期中間計算期間

自 平成30年12月 7日

至 令和元年 6月 6日

営業収益

受取利息 22,152 26,223

有価証券売買等損益 4,983,834 45,943,323

為替差損益 △6,904,479 △16,040,074

営業収益合計 △1,898,493 29,929,472

営業費用

支払利息 10,098 14,308

受託者報酬 107,726 172,288

委託者報酬 825,855 1,320,813

その他費用 167,005 284,313

営業費用合計 1,110,684 1,791,722

営業利益又は営業損失（△） △3,009,177 28,137,750

経常利益又は経常損失（△） △3,009,177 28,137,750

中間純利益又は中間純損失（△） △3,009,177 28,137,750

一部解約に伴う中間純利益金額の分配額

又は一部解約に伴う中間純損失金額の

分配額（△）

437,039 4,313,886

期首剰余金又は期首欠損金（△） 8,163,674 △36,289,952

剰余金増加額又は欠損金減少額 26,870,105 9,501,098

中間一部解約に伴う剰余金増加額

又は欠損金減少額
― 9,501,098

中間追加信託に伴う剰余金増加額

又は欠損金減少額
26,870,105 ―

剰余金減少額又は欠損金増加額 3,090,979 6,720,142

中間一部解約に伴う剰余金減少額

又は欠損金増加額
3,090,979 ―

中間追加信託に伴う剰余金減少額

又は欠損金増加額
― 6,720,142

中間剰余金又は中間欠損金（△） 28,496,584 △9,685,132
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（３）【中間注記表】

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１.有価証券の評価基準及び

評価方法

（１）投資信託受益証券

移動平均法に基づき、原則として時価で評価しております。時

価評価にあたっては、基準価額で評価しております。

（２）投資証券

移動平均法に基づき、原則として時価で評価しております。時

価評価にあたっては、基準価額で評価しております。

２.デリバティブ等の評価基準

及び評価方法

為替予約取引

個別法に基づき、原則として時価で評価しております。時価評

価にあたっては、原則として中間計算期間末日の対顧客先物売

買相場において為替予約の受渡日の仲値が発表されている場合

には当該仲値、受渡日の仲値が発表されていない場合には発表

されている受渡日に最も近い前後二つの日の仲値をもとに計算

しております。

３.その他財務諸表作成のための

基本となる重要な事項

外貨建取引等の処理基準

「投資信託財産の計算に関する規則」第60条及び第61条に基づ

いております。

（中間貸借対照表に関する注記）

項目
第2期計算期間末

（平成30年12月 6日）

第3期中間計算期間末

（令和元年 6月 6日）

１. 期首元本額 266,258,987円 1,051,258,040円

期中追加設定元本額 1,172,440,858円 314,349,417円

期中一部解約元本額 387,441,805円 281,421,276円

２. 受益権の総数 1,051,258,040口 1,084,186,181口

３. 元本の欠損 中間貸借対照表上の純資産額

が元本総額を下回っており、

その差額は36,289,952円であ

ります。

中間貸借対照表上の純資産額

が元本総額を下回っており、

その差額は9,685,132円であ

ります。

（中間損益及び剰余金計算書に関する注記）

第2期中間計算期間

自 平成29年12月 7日

至 平成30年 6月 6日

第3期中間計算期間

自 平成30年12月 7日

至 令和元年 6月 6日

該当事項はありません。 同左

（金融商品に関する注記）

金融商品の時価等に関する事項
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項目
第2期計算期間末

（平成30年12月 6日）

第3期中間計算期間末

（令和元年 6月 6日）

１.中間貸借対照表計上

額、時価及びこれらの

差額

時価で計上しているためその差額は

ありません。

同左

２.金融商品の時価の算定

方法並びに有価証券及

びデリバティブ取引に

関する事項

（１）有価証券及びデリバティブ取

引以外の金融商品

短期間で決済されることから、時価

は帳簿価額と近似しているため、当

該金融商品の帳簿価額を時価として

おります。

（１）有価証券及びデリバティブ取

引以外の金融商品

同左

（２）有価証券

時価の算定方法は、「（重要な会計

方針に係る事項に関する注記）」に

記載しております。また、有価証券

に関する注記事項については、該当

事項はありません。

（２）有価証券

同左

（３）デリバティブ取引

デリバティブ取引に関する注記事項

については、「（デリバティブ取引

等に関する注記）」に記載しており

ます。

（３）デリバティブ取引

同左

３.金融商品の時価等に関

する事項についての補

足説明

金融商品の時価には、市場価格に基

づく価額のほか、市場価格がない場

合には合理的に算定された価額が含

まれております。当該価額の算定に

おいては一定の前提条件等を採用し

ているため、異なる前提条件等に

よった場合、当該価額が異なること

もあります。

同左

また、デリバティブ取引に関する契

約額等は、あくまでもデリバティブ

取引における名目的な契約額であ

り、当該金額自体がデリバティブ取

引のリスクの大きさを示すものでは

ありません。

（有価証券に関する注記）

第3期中間計算期間末（令和元年6月6日）

該当事項はありません。

（デリバティブ取引等に関する注記）

通貨関連

第2期計算期間末（平成30年12月6日）
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区分 種類
契約額等（円） 時価 評価損益

うち1年超 （円） （円）

市場取引以外

の取引

為替予約取引

売建

米ドル 1,027,031,778 ― 1,027,517,400 △485,622

合計 1,027,031,778 ― 1,027,517,400 △485,622

第3期中間計算期間末（令和元年6月6日）

区分 種類
契約額等（円） 時価 評価損益

うち1年超 （円） （円）

市場取引以外

の取引

為替予約取引

売建

米ドル 1,039,929,323 ― 1,018,303,800 21,625,523

合計 1,039,929,323 ― 1,018,303,800 21,625,523

(注)時価の算定方法

１．原則として中間計算期間末日に対顧客先物売買相場の仲値が発表されている外貨については、以下

のように評価しております。

①中間計算期間末日において為替予約の受渡日（以下「当該日」という）の対顧客先物売買相場の

仲値が発表されている場合は、当該為替予約は当該仲値で評価しております。

②中間計算期間末日において当該日の対顧客先物売買相場が発表されていない場合は以下の方法に

よって評価しております。

・中間計算期間末日に当該日を超える対顧客先物売買相場が発表されている場合には、発表されて

いる先物相場のうち当該日に最も近い前後二つの先物相場の仲値をもとに計算したレートにより

評価しております。

・中間計算期間末日に当該日を超える対顧客先物売買相場が発表されていない場合には、当該日に

最も近い発表されている対顧客先物売買相場の仲値により評価しております。

２．中間計算期間末日に対顧客先物売買相場の仲値が発表されていない外貨については、中間計算期間

末日の対顧客電信売買相場の仲値により評価しております。

３．換算において円未満の端数は切捨てております。

（１口当たり情報に関する注記）

第2期計算期間末

（平成30年12月 6日）

第3期中間計算期間末

（令和元年 6月 6日）

1口当たり純資産額 0.9655円 0.9911円

（1万口当たり純資産額） （9,655円） （9,911円）
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１．当ファンドの中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52

年大蔵省令第38号）並びに同規則第38条の3及び第57条の2の規定により、「投資信託財産の計算に関

する規則」（平成12年総理府令第133号）に基づき作成しております。

なお、中間財務諸表に記載している金額は、円単位で表示しております。

２．当ファンドは、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、第3期中間計算期間(平成30年12月7

日から令和元年6月6日まで)の中間財務諸表について、ＰｗＣあらた有限責任監査法人により中間監

査を受けております。

【ワールド・バリュー・アロケーション Ｂコース（為替ヘッジなし）（野村ＳＭＡ・ＥＷ向け）】

（１）【中間貸借対照表】

（単位：円）

第2期計算期間末

（平成30年12月 6日）

第3期中間計算期間末

（令和元年 6月 6日）

資産の部

流動資産

預金 69,413 122,820

コール・ローン 85,090,935 101,809,934

投資信託受益証券 100 100

投資証券 1,582,830,678 1,936,109,961

流動資産合計 1,667,991,126 2,038,042,815

資産合計 1,667,991,126 2,038,042,815

負債の部

流動負債

未払解約金 50,919,651 33,430,935

未払受託者報酬 262,606 296,528

未払委託者報酬 2,013,256 2,273,314

未払利息 244 251

その他未払費用 305,971 270,129

流動負債合計 53,501,728 36,271,157

負債合計 53,501,728 36,271,157

純資産の部

元本等

元本 1,586,828,669 1,959,212,314

剰余金

中間剰余金又は中間欠損金（△） 27,660,729 42,559,344

(分配準備積立金) 4,998,165 4,206,033

元本等合計 1,614,489,398 2,001,771,658

純資産合計 1,614,489,398 2,001,771,658

負債純資産合計 1,667,991,126 2,038,042,815
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（２）【中間損益及び剰余金計算書】

（単位：円）

第2期中間計算期間

自 平成29年12月 7日

至 平成30年 6月 6日

第3期中間計算期間

自 平成30年12月 7日

至 令和元年 6月 6日

営業収益

受取利息 20,295 57,277

有価証券売買等損益 9,242,576 70,029,251

為替差損益 △4,898,229 △70,797,116

営業収益合計 4,364,642 △710,588

営業費用

支払利息 13,942 22,127

受託者報酬 167,226 296,528

委託者報酬 1,282,055 2,273,314

その他費用 171,780 327,139

営業費用合計 1,635,003 2,919,108

営業利益又は営業損失（△） 2,729,639 △3,629,696

経常利益又は経常損失（△） 2,729,639 △3,629,696

中間純利益又は中間純損失（△） 2,729,639 △3,629,696

一部解約に伴う中間純利益金額の分配額

又は一部解約に伴う中間純損失金額の

分配額（△）

△1,951,284 4,335,158

期首剰余金又は期首欠損金（△） 28,843,998 27,660,729

剰余金増加額又は欠損金減少額 32,858,465 29,901,808

中間追加信託に伴う剰余金増加額

又は欠損金減少額
32,858,465 29,901,808

剰余金減少額又は欠損金増加額 7,563,300 7,038,339

中間一部解約に伴う剰余金減少額

又は欠損金増加額
7,563,300 7,038,339

中間剰余金又は中間欠損金（△） 58,820,086 42,559,344
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（３）【中間注記表】

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１.有価証券の評価基準及び

評価方法

（１）投資信託受益証券

移動平均法に基づき、原則として時価で評価しております。時

価評価にあたっては、基準価額で評価しております。

（２）投資証券

移動平均法に基づき、原則として時価で評価しております。時

価評価にあたっては、基準価額で評価しております。

２.デリバティブ等の評価基準

及び評価方法

為替予約取引

個別法に基づき、原則として時価で評価しております。時価評

価にあたっては、原則として中間計算期間末日の対顧客先物売

買相場において為替予約の受渡日の仲値が発表されている場合

には当該仲値、受渡日の仲値が発表されていない場合には発表

されている受渡日に最も近い前後二つの日の仲値をもとに計算

しております。

３.その他財務諸表作成のための

基本となる重要な事項

外貨建取引等の処理基準

「投資信託財産の計算に関する規則」第60条及び第61条に基づ

いております。

（中間貸借対照表に関する注記）

項目
第2期計算期間末

（平成30年12月 6日）

第3期中間計算期間末

（令和元年 6月 6日）

１. 期首元本額 531,563,217円 1,586,828,669円

期中追加設定元本額 1,671,476,881円 690,780,770円

期中一部解約元本額 616,211,429円 318,397,125円

２. 受益権の総数 1,586,828,669口 1,959,212,314口

（中間損益及び剰余金計算書に関する注記）

第2期中間計算期間

自 平成29年12月 7日

至 平成30年 6月 6日

第3期中間計算期間

自 平成30年12月 7日

至 令和元年 6月 6日

該当事項はありません。 同左

（金融商品に関する注記）

金融商品の時価等に関する事項

項目
第2期計算期間末

（平成30年12月 6日）

第3期中間計算期間末

（令和元年 6月 6日）
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１.中間貸借対照表計上

額、時価及びこれらの

差額

時価で計上しているためその差額は

ありません。

同左

２.金融商品の時価の算定

方法並びに有価証券及

びデリバティブ取引に

関する事項

（１）有価証券及びデリバティブ取

引以外の金融商品

短期間で決済されることから、時価

は帳簿価額と近似しているため、当

該金融商品の帳簿価額を時価として

おります。

（１）有価証券及びデリバティブ取

引以外の金融商品

同左

（２）有価証券

時価の算定方法は、「（重要な会計

方針に係る事項に関する注記）」に

記載しております。また、有価証券

に関する注記事項については、該当

事項はありません。

（２）有価証券

同左

（３）デリバティブ取引

該当事項はありません。

（３）デリバティブ取引

同左

３.金融商品の時価等に関

する事項についての補

足説明

金融商品の時価には、市場価格に基

づく価額のほか、市場価格がない場

合には合理的に算定された価額が含

まれております。当該価額の算定に

おいては一定の前提条件等を採用し

ているため、異なる前提条件等に

よった場合、当該価額が異なること

もあります。

同左

（有価証券に関する注記）

第3期中間計算期間末（令和元年6月6日）

該当事項はありません。

（デリバティブ取引等に関する注記）

第2期計算期間末（平成30年12月6日）

該当事項はありません。

第3期中間計算期間末（令和元年6月6日）

該当事項はありません。

（１口当たり情報に関する注記）

第2期計算期間末

（平成30年12月 6日）

第3期中間計算期間末

（令和元年 6月 6日）

1口当たり純資産額 1.0174円 1.0217円

（1万口当たり純資産額） （10,174円） （10,217円）
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２【ファンドの現況】

【純資産額計算書】

原届出書の「第二部 ファンド情報　第３ ファンドの経理状況　２ ファンドの現況　純資産額計算書」

につきましては、次の内容に更新・訂正されます。

＜更新・訂正後＞

「ワールド・バリュー・アロケーション Ａコース（為替ヘッジあり）（野村ＳＭＡ・ＥＷ向け）」

令和元年6月末日現在

Ⅰ 資産総額 2,155,472,202円

Ⅱ 負債総額 1,060,575,492円

Ⅲ 純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 1,094,896,710円

Ⅳ 発行済口数 1,068,929,255口

Ⅴ １口当たり純資産額（Ⅲ／Ⅳ） 1.0243円

（1万口当たり純資産額） （10,243円）

「ワールド・バリュー・アロケーション Ｂコース（為替ヘッジなし）（野村ＳＭＡ・ＥＷ向け）」

令和元年6月末日現在

Ⅰ 資産総額 2,417,655,542円

Ⅱ 負債総額 3,563,546円

Ⅲ 純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 2,414,091,996円

Ⅳ 発行済口数 2,299,405,890口

Ⅴ １口当たり純資産額（Ⅲ／Ⅳ） 1.0499円

（1万口当たり純資産額） （10,499円）
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第三部【委託会社等の情報】
第１【委託会社等の概況】

２【事業の内容及び営業の概況】

② 営業の概況

原届出書の「第三部 委託会社等の情報　第１ 委託会社等の概況　２ 事業の内容及び営業の概況　

② 営業の概況」につきましては次の内容に更新・訂正されます。

＜更新・訂正後＞

令和元年5月末日現在、委託会社の運用する投資信託の本数、純資産額の合計額は以下の通

りです。

種　　　　類 本　数
純　資　産

（百　万　円）

単位型株式投資信託 9 47,518

追加型株式投資信託 169 1,917,208

合計 178 1,964,726
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３【委託会社等の経理状況】

原届出書の「第三部 委託会社等の情報　第１ 委託会社等の概況　３ 委託会社等の経理状況」につきまし

ては次の内容に更新・訂正されます。

＜更新・訂正後＞

(1)委託会社であるアムンディ・ジャパン株式会社(以下「当社」という)の財務諸表は、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号)並びに同規則第2条の規定により、

「金融商品取引業等に関する内閣府令」(平成19年内閣府令第52号)に基づいて作成しております。

(2)財務諸表の金額については、千円未満の端数を四捨五入して記載しております。

(3)当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、第38期事業年度（平成30年1月1日から平成

30年12月31日まで）の財務諸表について、PwCあらた有限責任監査法人により監査を受けております。

(4)当社は、平成29年9月29日開催の臨時株主総会において、定款の一部変更を決議し、決算日を3月31日か

ら12月31日に変更しております。よって、前事業年度は平成29年4月1日から平成29年12月31日までの9

か月となっています。
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（１）【貸借対照表】

(単位：千円)

　 　 　 　 　 　 第 37 期 　 　 第 38 期

　 　 　 　 　 　 (平成29年12月31日) 　 　 (平成30年12月31日)

資産の部

流動資産

現金・預金 9,010,675 10,638,816

前払費用 67,557 60,736

未収入金 12,500 65,940

未収委託者報酬 2,801,064 3,362,163

未収運用受託報酬 *1 1,505,200 *1 834,156

未収投資助言報酬 4,663 4,292

未収収益 *1 377,628 *1 849,057

繰延税金資産      314,900 326,171

立替金 96,577 79,351

その他 69 874

流動資産合計 14,190,834　 　 16,221,555

固定資産

有形固定資産

建物(純額) *2 93,483 *2 83,123

器具備品(純額) *2 103,175 *2 81,044

有形固定資産合計 196,658　 　 164,167

無形固定資産

ソフトウエア 38,852 33,524

ソフトウエア仮勘定 4,806 -

商標権 845 835

無形固定資産合計 44,503　 　 34,359

投資その他の資産

金銭の信託 309,607 303,324

投資有価証券 126,784 119,938

関係会社株式 84,560 84,560

長期未収入金 1,000 -

長期差入保証金 218,142 207,299

ゴルフ会員権 60 60

前払年金費用 8,553 -

貸倒引当金 △1,000 -

投資その他の資産合計 747,707　 　 715,182

固定資産合計 988,868　 　 913,708

資産合計 15,179,702　 　 17,135,263
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(単位：千円)

　 　 　 　 　 　 第 37 期 　 　 第 38 期

　 　 　 　 　 　 (平成29年12月31日) 　 　 (平成30年12月31日)

負債の部

流動負債

リース債務 991 -

預り金 1,259,125 95,842

未払償還金 686 686

未払手数料 1,363,261 1,699,255

関係会社未払金 243,647 397,289

その他未払金 *1 152,555 *1 586,484

未払費用 412,172 311,469

未払法人税等 163,910 168,056

未払消費税等 103,501 88,126

賞与引当金 672,011 656,427

役員賞与引当金 116,143 152,398

流動負債合計 4,488,002　 　 4,156,033

固定負債

繰延税金負債 11,885 5,479

退職給付引当金 11,320 55,750

賞与引当金 26,132 39,672

役員賞与引当金 54,701 112,090

資産除去債務 60,483 61,573

固定負債合計 164,521　 　 274,565

負債合計 4,652,523　 　 4,430,598

純資産の部

株主資本

資本金 1,200,000 1,200,000

資本剰余金

資本準備金 1,076,268 1,076,268

その他資本剰余金 1,542,567 1,542,567

資本剰余金合計 2,618,835　 　 2,618,835

利益剰余金

利益準備金 110,093 110,093

その他利益剰余金 6,592,764 8,779,534

別途積立金 1,600,000 1,600,000

繰越利益剰余金 4,992,764 7,179,534

利益剰余金合計 6,702,856　 　 8,889,626

株主資本合計 10,521,691　 　 12,708,462

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 5,488 △3,796

評価・換算差額等合計 5,488　 　 △3,796

純資産合計 10,527,179　 　 12,704,665

負債純資産合計 15,179,702　 　 17,135,263
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（２）【損益計算書】

(単位：千円)

　 　 第 37 期 第 38 期

(自平成29年 4月 1日

　至平成29年12月31日)

(自平成30年 1月 1日

　至平成30年12月31日)　 　

営業収益

委託者報酬 9,227,981 14,079,514

運用受託報酬 2,140,210 2,026,382

投資助言報酬 8,461 1,327

その他営業収益 773,256 1,777,330

営業収益合計 12,149,908 17,884,553

営業費用

支払手数料 5,427,725 8,372,463

広告宣伝費 63,731 106,771

調査費 500,592 627,420

委託調査費 343,347 804,809

委託計算費 14,801 20,065

通信費 38,276 41,206

印刷費 68,664 181,299

協会費 21,264 28,774

営業費用合計 6,478,400 10,182,806

一般管理費

役員報酬 150,777 168,290

給料・手当 1,845,556 2,136,270

賞与 - 1,000

役員賞与 6,596 77,093

交際費 11,133 16,006

旅費交通費 64,237 86,612

租税公課 85,622 114,831

不動産賃借料 141,367 189,354

賞与引当金繰入 512,522 625,996

役員賞与引当金繰入 67,500 81,615

退職給付費用 95,770 219,000

固定資産減価償却費 39,898 53,706

商標権償却 195 310

福利厚生費 226,612 330,201

諸経費 174,049 337,402

一般管理費合計 3,421,834 4,437,686

営業利益 2,249,675 3,264,061

営業外収益

有価証券利息 191 54

有価証券売却益 5,282 321

受取利息 144 229

為替差益 81,187 -

雑収入 1,290 9,596

営業外収益合計 88,093 10,200
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営業外費用

有価証券売却損 - 99

特別退職金 7,058 -

支払利息 410 75

為替差損 - 35,861

雑損失 4,457 0

営業外費用合計 11,926 36,035

経常利益 2,325,843 3,238,227

税引前当期純利益 2,325,843 3,238,227

法人税、住民税及び事業税 919,528 1,065,036

法人税等調整額 △179,042 △13,580

法人税等合計 740,485 1,051,456

当期純利益 1,585,357 2,186,770
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（３）【株主資本等変動計算書】

第37期（自平成29年4月1日　至平成29年12月31日）

(単位:千円)

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

当期首残高 1,200,000 1,076,268 1,542,567 2,618,835

当期変動額 　 　 　 　

　 剰余金の配当 　 　 　 　

　 当期純利益　 　 　 　 　

　
株主資本以外の項目の当期変動額

（純額）
　 　 　 　

当期変動額合計 　 　 　 　

当期末残高　　　 1,200,000 1,076,268 1,542,567 2,618,835

株主資本

利益剰余金

株主資本

合計利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計別途積立金
繰越利益

剰余金

当期首残高 110,093 1,600,000 9,362,094 11,072,186 14,891,021

当期変動額 　 　 　 　 　

　 剰余金の配当 　 　 △ 5,954,687 △ 5,954,687 △ 5,954,687

　 当期純利益　 　 　 1,585,357 1,585,357 1,585,357

　
株主資本以外の項目の当期変動額

（純額）
　 　 　 　

当期変動額合計 　 　 △ 4,369,330 △ 4,369,330 △ 4,369,330

当期末残高　　　 110,093 1,600,000 4,992,764 6,702,856 10,521,691

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券

評価差額金

評価・換算差額等

合計

当期首残高 679 679 14,891,701

当期変動額 　 　 　

　 剰余金の配当 　 　 △5,954,687

　 当期純利益　 　 　 1,585,357

　
株主資本以外の項目の当期変動額

（純額）
4,808 4,808 4,808

当期変動額合計 4,808 4,808 △4,364,522

当期末残高　　　 5,488 5,488 10,527,179
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第38期（自平成30年1月1日　 至平成30年12月31日）

(単位:千円)

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

当期首残高 1,200,000 1,076,268 1,542,567 2,618,835

当期変動額 　 　 　 　

　 当期純利益　 　 　 　 　

　

株主資本以外の項目の当期変動

額

（純額）

　 　 　 　

当期変動額合計 　 　 　 　

当期末残高　　　 1,200,000 1,076,268 1,542,567 2,618,835

株主資本

利益剰余金

株主資本

合計利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計別途積立金
繰越利益

剰余金

当期首残高 110,093 1,600,000 4,992,764 6,702,856 10,521,691

当期変動額 　 　 　 　 　

　 当期純利益　 　 　 2,186,770 2,186,770 2,186,770

　

株主資本以外の項目の当期変動

額

（純額）

　 　 　 　

当期変動額合計 　 　 2,186,770 2,186,770 2,186,770

当期末残高　　　 110,093 1,600,000 7,179,534 8,889,626 12,708,462

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券

評価差額金

評価・換算差額等

合計

当期首残高 5,488 5,488 10,527,179

当期変動額 　 　 　

　 当期純利益　 　 　 2,186,770

　

株主資本以外の項目の当期変動

額

（純額）

△9,284 △9,284 △9,284

当期変動額合計 △9,284 △9,284 2,177,486

当期末残高　　　 △3,796 △3,796 12,704,665
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注記事項

（重要な会計方針）

1．有価証券の評価基準及び評価方法

(1)関係会社株式

　移動平均法による原価法を採用しております。

(2)その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)

を採用しております。

時価のないもの

　移動平均法による原価法を採用しております。

2．金銭の信託の評価基準及び評価方法

　時価法を採用しております。（評価差額は全部純資産直入法により処理しております。）

3．固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産(リース資産を除く)

　定額法により償却しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　 　15年～18年

器具備品　　　　4年～15年

(2)無形固定資産

　定額法により償却しております。

　自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間(5年)に基づく定額法を採用しております。

(3)リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法により償却しております。

4．引当金の計上基準

(1)貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2)退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務（直近の年金財政計算上の数理債務をもって退

職給付債務とする簡便法）及び年金資産の見込額に基づき計上しております。

(3)賞与引当金

　従業員に対する賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当事業年度に帰属する額を計上しております。な

お、ある条件を満たした者に対して、一定金額を繰延支給する制度が導入されております。当該賞与は数年間に分割支

給されるため、1年を超えて支払われる部分については固定負債に計上しております。
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(4)役員賞与引当金

　役員に対する賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当事業年度に帰属する額を計上しております。なお、

ある条件を満たした者に対して、一定金額を繰延支給する制度が導入されております。当該賞与は数年間に分割支給さ

れるため、1年を超えて支払われる部分については固定負債に計上しております。

5．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　 外貨建の金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

6．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1)消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

(2)連結納税制度の適用

　アムンディ・ジャパンホールディング株式会社を連結納税親会社とする連結納税制度を適用しております。

7．未適用の会計基準等

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　平成30年3月30日）

「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号　平成30年3月30日）

(1)概要

　　　収益認識に関する包括的な会計基準であります。収益は、次の5つのステップを適用し認識されます。

　　　ステップ1：顧客との契約を識別する。

　　　ステップ2：契約における履行義務を識別する。

　　　ステップ3：取引価格を算定する。

　　　ステップ4：契約における履行義務に取引価格を配分する。

　　　ステップ5：履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識する。

(2)適用予定日

　　　平成34年12月期の期首より適用予定であります。

(3)当該会計基準等の適用による影響

　　　影響額は、当財務諸表の作成時において評価中であります。

（貸借対照表関係）

*1区分掲記されたもの以外で各勘定科目に含まれる関係会社に対するものは以下のとおりであります。

　 第37期 　 第38期

　 (平成29年12月31日) 　 (平成30年12月31日)

未収収益 152,512千円 162,554千円

その他未払金 92,102千円 502,438千円
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*2有形固定資産の減価償却累計額は以下のとおりであります。

　 第37期 　 第38期

　 (平成29年12月31日) 　 (平成30年12月31日)

建物 89,844千円 　 100,561千円

器具備品 208,275千円 207,284千円

（損益計算書関係）

第37期（自平成29年4月1日　 至平成29年12月31日）

該当事項はありません。

第38期（自平成30年1月1日　 至平成30年12月31日）

該当事項はありません。

（株主資本等変動計算書関係）

第37期（自平成29年4月1日　至平成29年12月31日）

1．発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類
当事業年度期首

(千株)

増加

（千株）

減少

（千株）

当事業年度末

(千株)

普通株式 2,400 - - 2,400

2．配当に関する事項

(1)配当金支払額

平成29年6月23日の定時株主総会において、次のとおり決議しております。

・普通株式の配当に関する事項

（イ） 配当金の総額 300,000千円

（ロ） １株当たり配当額 125.00円

（ハ） 基準日 平成29年 3月31日

（ニ） 効力発生日 平成29年 6月23日

平成29年12月13日の臨時株主総会において、次のとおり決議しております。

・普通株式の配当に関する事項

（イ） 配当金の総額 5,654,687千円

（ロ） １株当たり配当額 2,356.12円

（ハ） 基準日 平成29年 3月31日

（ニ） 効力発生日 平成29年12月13日

(2)基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

該当事項はありません。

第38期（自平成30年1月1日　 至平成30年12月31日）

1．発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類
当事業年度期首

(千株)

増加

（千株）

減少

（千株）

当事業年度末

(千株)
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普通株式 2,400 - - 2,400

2．配当に関する事項

(1)配当金支払額

該当事項はありません。

(2)基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

該当事項はありません。

（金融商品関係）

1．金融商品の状況に関する事項

(1)金融商品に対する取組方針

　当社は、資金の調達については、銀行等金融機関から借入はありません。

　また、当社は、投資信託の運用を業として行っており、自社が運用する投資信託の商品性維持等を目的として、当該

投資信託を投資有価証券として、あるいは特定金銭信託を通じ保有しております。

　特定金銭信託を通じ行っているデリバティブ取引は、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引

は行わない方針であります。

(2)金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　未収委託者報酬、未収運用受託報酬及び未収収益は、相手先の信用リスクに晒されております。当該リスクに関して

は、相手先ごとの残高管理を行うとともに、延滞債権が発生した場合には管理部門役職者が顧客と直接交渉する体制と

しております。また、特定金銭信託を通じ保有している投資信託につきましては、為替変動リスクや価格変動リスクに

晒されておりますが、その大部分については為替予約、株価指数先物、債券先物、スワップ取引などのデリバティブ取

引によりヘッジしております。未払手数料は、支払期日に支払いを実行できなくなる流動性リスクに晒されております

が、手許流動性を維持することにより管理しております。

　当社は、事業活動において存在するリスクを的確に把握し、リスク管理を適切に実行すべく、リスク管理基本規程を

設けております。有価証券を含む投資商品の投資については「シードマネーガイドライン」及び「資本剰余金及び営業

キャッシュに係る投資ガイドライン」の規程に基づき決定され、担当部署において管理しております。

(3)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれてお

ります。当該価額の算定においては、一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価

額が異なることもあります。

2．金融商品の時価等に関する事項

　貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

　なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません（（注2）参照）。

　第37期(平成29年12月31日)

貸借対照表計上額 時価 差額

（千円） （千円） （千円）

（1）現金・預金 9,010,675 9,010,675 －

（2）未収委託者報酬 2,801,064 2,801,064 －

（3）未収運用受託報酬 1,505,200 1,505,200 －

（4）金銭の信託 309,607 309,607 －
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（5）有価証券及び投資有価証券

その他有価証券 126,784 126,784 －

資産計 13,753,331 13,753,331 －

（1）未払手数料 1,363,261 1,363,261 －

負債計 1,363,261 1,363,261 －

第38期(平成30年12月31日)

　 貸借対照表計上額 時価 差額

　 （千円） （千円） （千円）

　 （1）現金・預金 10,638,816 10,638,816 －

　 （2）未収委託者報酬 3,362,163 3,362,163 －

　 （3）未収運用受託報酬 834,156 834,156 －

　 （4）未収収益 849,057 849,057 －

　 （5）金銭の信託 303,324 303,324 －

　 （6）有価証券及び投資有価証券

　 その他有価証券 119,938 119,938 －

　 資産計 16,107,455 16,107,455 －

　 （1）未払手数料 1,699,255 1,699,255 －

　 負債計 1,699,255 1,699,255 －

(注1）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資産

(1)現金・預金、(2)未収委託者報酬、(3)未収運用受託報酬及び(4)未収収益

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

(5)金銭の信託

　信託財産は、主として投資信託、デリバティブ取引、その他の資産（コールローン・委託証拠金等）で構成されて

おります。これらの時価について投資信託については基準価格、デリバティブ取引に関しては、上場デリバティブ取

引は取引所の価格、為替予約取引は先物為替相場、店頭デリバティブ取引は取引先金融機関から提示された価格等に

よっております。また、その他の資産については短期間で決済されるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、

当該帳簿価額によっております。

(6)有価証券及び投資有価証券

　これらの時価について、投資信託受益証券は、証券会社等からの時価情報によっております。また、保有目的ごと

の有価証券に関する事項については、注記事項（有価証券関係）をご参照下さい。

負債

(1)未払手数料

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

(注2）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　下記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、上表には含めておりませ

ん。

関係会社株式は、当社の100％子会社であるワイアイシーエム（デラウエア）社の株式です。

（単位：千円）
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区分
第37期(平成29年12月31日) 第38期(平成30年12月31日)

貸借対照表計上額 貸借対照表計上額

関係会社株式 84,560 84,560

(注3）金銭債権及び満期がある有価証券の決算日後の償還予定額

第37期(平成29年12月31日)

1年以内
1年超 5年超

10年超
　 5年以内 10年以内

　 （千円） （千円） （千円） （千円）

現金・預金 9,010,675 - - -

未収委託者報酬 2,801,064 - - -

未収運用受託報酬 1,505,200 - - -

合計 13,316,940 - - -

第38期(平成30年12月31日)

1年以内
1年超 5年超

10年超
　 5年以内 10年以内

　 （千円） （千円） （千円） （千円）

現金・預金 10,638,816 - - -

未収委託者報酬 3,362,163 - - -

未収運用受託報酬 834,156 - - -

未収収益 849,057 - - -

合計 15,684,192 - - -

(有価証券関係)

1．満期保有目的の債券

第37期(平成29年12月31日)

該当事項はありません。

第38期(平成30年12月31日)

該当事項はありません。

2．子会社株式及び関連会社株式

　関係会社株式（当事業年度の貸借対照表計上額　84,560千円、前事業年度の貸借対照表計上額　84,560千円）は市場価格

がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。

3．その他有価証券

第37期(平成29年12月31日)

区分 種類
取得原価 貸借対照表計上額 差額

（千円） （千円） （千円）
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貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

(1) 株式 - - -

(2) 債券 - - -

(3) その他(注) 418,157 426,131 7,973

小計 418,157 426,131 7,973

貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

(1) 株式 - - -

(2) 債券 - - -

(3) その他(注) 10,324 10,260 △ 64

小計 10,324 10,260 △ 64

合計 428,481 436,391 7,909

（注）投資信託受益証券及び金銭の信託であります。

第38期(平成30年12月31日)

区分 種類
取得原価 貸借対照表計上額 差額

（千円） （千円） （千円）

貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

(1) 株式 - - -

(2) 債券 - - -

(3) その他(注) 6,194 7,948 1,754

小計 6,194 7,948 1,754

貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

(1) 株式 - - -

(2) 債券 - - -

(3) その他(注) 422,541 415,315 △7,226

小計 422,541 415,315 △7,226

合計 428,735 423,263 △5,472

（注）投資信託受益証券及び金銭の信託であります。

4．事業年度中に売却した満期保有目的の債券

第37期（自平成29年4月1日　 至平成29年12月31日）

該当事項はありません。

第38期（自平成30年1月1日　 至平成30年12月31日）

該当事項はありません。

5．事業年度中に売却したその他有価証券

第37期（自平成29年4月1日　 至平成29年12月31日）

種類
売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

（千円） （千円） （千円）

金銭の信託 222,937 10,327 6,299

投資信託 12,161 1,257 3

第38期（自平成30年1月1日　至平成30年12月31日）

種類
売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

（千円） （千円） （千円）

金銭の信託 - - -
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投資信託 2,781 321 99
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（退職給付関係）

1. 採用している退職給付制度の概要

　当社は、従業員の退職給付に充てるため、積立型、非積立型の確定給付制度及び確定拠出制度を採用しております。確定

給付企業年金制度（積立型制度であります。また、複数事業主制度でありますが、年金資産の額は合理的に算定していま

す。）では、給与と勤務期間に基づいた一時金又は年金を支給しております。退職一時金制度（非積立型制度でありま

す。）では、退職給付として、給与と勤務期間に基づいた一時金を支給しております。

　なお、当社が有する確定給付企業年金制度及び退職一時金制度は、簡便法により退職給付引当金及び退職給付費用を計算

しております。

2. 簡便法を適用した確定給付制度

（1）簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

(千円)

　 第37期 第38期

（自平成29年 4月 1日

　　至平成29年12月31日）

（自平成30年 1月 1日

　　至平成30年12月31日）　 　 　

退職給付引当金の期首残高 20,397 2,767

退職給付費用 65,050 179,620

退職給付の支払額 - △11,320

　 制度への拠出額 △ 82,680　 △115,316　

退職給付引当金の期末残高 2,767　 55,750　

（2）退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表

(千円)

第37期 第38期

　 (平成29年12月31日) (平成30年12月31日) 　

積立型制度の退職給付債務 669,970 746,598

年金資産 678,524　 692,897　

△ 8,553 53,700

非積立型制度の退職給付債務 11,320　 2,050　

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 2,767　 55,750　

退職給付に係る負債 11,320 55,750

退職給付に係る資産 △ 8,553　 -　

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 2,767　 55,750　

（3）退職給付費用

簡便法で計算した退職給付費用 前事業年度　65,050千円 当事業年度　179,620千円

3. 確定拠出制度

確定拠出制度への要拠出額　　前事業年度30,720千円、当事業年度39,380千円であります。
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（税効果会計関係）

1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

第37期 第38期

(平成29年12月31日) (平成30年12月31日)

繰延税金資産

未払費用否認額 83,244千円 84,650千円

未払事業税 30,157千円 32,910千円

賞与引当金等損金算入限度超過額 215,384千円 213,145千円

退職給付引当金損金算入限度超過額 847千円 10,046千円

減価償却資産 4,429千円 4,237千円

資産除去債務 17,110千円 18,854千円

その他有価証券評価差額金 -千円 1,676千円

未払事業所税 2,194千円 2,417千円

その他 -千円 2,834千円

繰延税金資産小計 353,364千円 370,769千円

評価性引当額 △ 38,464千円 △ 44,597千円

繰延税金資産合計 314,900千円 326,171千円

繰延税金負債

繰延資産償却額 △ 794千円 △ 1,838千円

資産除去債務会計基準適用に伴う有形
△ 4,659千円 △ 3,642千円

固定資産計上額

その他有価証券評価差額金 △ 2,422千円 -千円

その他 △ 4,010千円 -千円

繰延税金負債合計 △ 11,885千円 △ 5,479千円

繰延税金資産の純額 303,015千円 320,692千円

2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主要

な項目別の内訳

第37期(平成29年12月31日)

　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の100分の5以下であるため注記を省略

しております。

第38期(平成30年12月31日)

　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の100分の5以下であるため注記を省略

しております。

3. 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

第37期（自平成29年4月1日　　至平成29年12月31日）

　「社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための消費税法の一部を改正する等の法律等の一部を改

正する法律」(平成28年法律第85号)及び「社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための地方税法及
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び地方交付税法の一部を改正する法律等の一部を改正する法律」(平成28年法律第86号)が平成28年11月18日に国会で成立

し、消費税率の10%への引上げ時期が平成29年4月1日から平成31年10月1日に延期されました。

　これに伴い、地方法人特別税の廃止及びそれに伴う法人事業税の復元、地方法人税の税率改正、法人住民税法人税割の税

率改正の実施時期も平成29年4月1日以後に開始する事業年度から平成31年10月1日以後に開始する事業年度に延期されまし

た。繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率に変更はありません。国税と地方税の間で税率の組替え

が発生する結果による繰延税金資産の金額(繰延税金負債の金額を控除した金額)及び法人税等調整額への影響は軽微です。

第38期（自平成30年1月1日　　至平成30年12月31日）

該当事項はありません。

（資産除去債務関係）

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

1. 資産除去債務の概要

　当社は、本社オフィスに関して、建物所有者との間で貸室賃貸借契約を締結しており、賃借期間終了時に原状回復する

義務を有しているため、契約上の義務に関して資産除去債務を計上しております。

2. 当該資産除去債務の金額の算定方法

　使用見込期間を17年間(建物の減価償却期間)と見積り、割引率は当該減価償却期間に見合う国債の流通利回りを使用し

て、資産除去債務の金額を計算しております。

3. 事業年度における当該資産除去債務の総額の増減

第37期 第38期

（自平成29年 4月 1日

　　至平成29年12月31日）

（自平成30年 1月 1日

　　至平成30年12月31日）

期首残高 59,677千円 60,483千円

有形固定資産の取得に伴う増加額 -千円 -千円

　 時の経過による調整額 806千円 　 1,091千円

期末残高 60,483千円 　 61,573千円

（セグメント情報等）

（セグメント情報）

第37期（自平成29年4月1日　至平成29年12月31日）及び第38期（自平成30年1月1日　 至平成30年12月31日）

　当社は「投資信託及び投資法人に関する法律」に定める投資信託委託会社であり証券投資信託の設定を行うとともに「金

融商品取引法」に定める金融商品取引業者としてその運用（投資運用業）を行っております。また「金融商品取引法」に定

める投資助言・代理業を行っております。当社は、投資運用業及び投資助言・代理業にこれらの附帯業務を集約した単一セ

グメントを報告セグメントとしております。従いまして、開示対象となるセグメントはありませんので、記載を省略してお

ります。
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（関連情報）

第37期（自平成29年4月1日　至平成29年12月31日）

1. 製品及びサービスごとの情報

　単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しておりま

す。

2. 地域ごとの情報

　（1)営業収益

（単位：千円）

日本 ルクセンブルグ その他 合計

10,338,094 1,002,861 808,953 12,149,908

(注)営業収益は顧客の所在地を基準とし、国ごとに分類しております。

　（2)有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90%を超えるため、地域ごとの有形固

定資産の記載を省略しております。

3. 主要な顧客ごとの情報

外部顧客への営業収益のうち、損益計算書の営業収益の10％以上を占める相手先がないため、記載はありません。

(報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報)

該当事項はありません。

(報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報)

該当事項はありません。

(報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報)

該当事項はありません。

第38期（自平成30年1月1日　 至平成30年12月31日）

1. 製品及びサービスごとの情報

　単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しておりま

す。

2. 地域ごとの情報

（1)営業収益

（単位：千円）

日本 ルクセンブルグ その他 合計

15,251,769 1,392,882 1,239,902 17,884,553

(注)営業収益は顧客の所在地を基準とし、国ごとに分類しております。

（2)有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90%を超えるため、地域ごとの有形固

定資産の記載を省略しております。
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3. 主要な顧客ごとの情報

（単位：千円）

顧客の名称 委託者報酬 関連するセグメント名

SMBC・アムンディ　プロテクト＆スイッチ

ファンド
2,436,481

投資運用業及び投資助言・代理業並びにこ

れらの付帯業務

日興レジェンド・イーグル・ファンド（毎月

決算コース）
1,940,743

投資運用業及び投資助言・代理業並びにこ

れらの付帯業務

(報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報)

該当事項はありません。

(報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報)

該当事項はありません。

(報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報)

該当事項はありません。

（関連当事者情報）

第37期（自平成29年4月1日　至平成29年12月31日）

1. 関連当事者との取引

(1)財務諸表提出会社の親会社及び法人主要株主等

種

類

会社等

の名称
所在地

資本金

又は

出資金

事業の

内容又

は職業

議決権

の所有(被

所有)割合

関係内容

取引の

内容

取引金額

(千円)
科目

期末

残高

(千円)

役員

の兼

任等

事業上

の関係

親

会

社

アムンディ

アセットマネ

ジメント

フランス

パリ市

1,086,263

(千ユーロ)

投資

顧問業

(被所有)

間接100%
なし

投資信託、

投資顧問

契約の

再委託等

情報提供、

コンサルティン

グ料

(その他

営業収益)

*1

423,995 未収収益 152,512

(注)

1.取引条件及び取引条件の決定方針等

　*1各報酬等について、当該各契約に基づいて決定しております。

2.上記の金額には消費税等は含まれておりません。

(2)兄弟会社等

種

類

会社等

の名称
所在地

資本金

又は

出資金

事業の

内容又

は職業

議決権

の所有(被

所有)割合

関係内容

取引の

内容

取引金額

(千円)
科目

期末

残高

(千円)

役員

の兼

任等

事業上

の関係

兄

弟

会

社

アムンディ・

ルクセンブル

グ・エス・

エー

ルクセン

ブルグ

6,805

(千ユーロ)

投資

顧問業
なし なし

運用

再委託

運用受託

報酬*1
646,446

未収運用

受託報酬
371,129

(注)

1.取引条件及び取引条件の決定方針等

　*1各報酬等について、当該各契約に基づいて決定しております。

2.上記の金額には消費税等は含まれておりません。
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2. 親会社に関する注記

親会社情報

アムンディ・ジャパンホールディング株式会社（非上場）

アムンディ　アセットマネジメント（非上場）

アムンディ（ユーロネクスト　パリに上場）.

クレディ・アグリコル・エス・エー（ユーロネクスト　パリに上場）

第38期（自平成30年1月1日　 至平成30年12月31日）

1. 関連当事者との取引

(1)財務諸表提出会社の親会社及び法人主要株主等

種

類

会社等

の名称
所在地

資本金

又は

出資金

事業の

内容又

は職業

議決権

等の所有(被

所有)割合

関係内容

取引の

内容

取引金額

(千円)
科目

期末

残高

(千円)

役員

の兼

任等

事業上

の関係

親

会

社

アムン

ディ　アセッ

トマネジメン

ト

フランス

パリ市

1,086,263

(千ユーロ)

投資

顧問業

(被所有)間

接100％
なし

投資信託、

投資顧問契

約の再委任

等

情報提供、コ

ンサルティン

グ料(その他

営業収益)

*1

720,243 未収収益 162,554

委託調査費

等の支払な

ど *2

593,092
その他

未払金
502,438

(注)

1.取引条件及び取引条件の決定方針等

　*1各報酬等について、当該各契約に基づいて決定しております。

　*2委託調査費等の支払については、ファンドの運用資産の割合に応じた一定の比率により決定しております。

2.上記の金額には消費税等は含まれておりません。

(2)兄弟会社等

種

類

会社等

の名称
所在地

資本金

又は

出資金

事業の

内容又

は職業

議決権

等の所有

(被所有)割

合

関係内容

取引の

内容

取引金額

(千円)
科目

期末

残高

(千円)

役員

の兼

任等

事業上

の関係

兄

弟

会

社

アムンディ・

ルクセンブ

ルグ・エス・

エー

ルクセン

ブルグ

17,786

(千ユーロ)

投資

顧問業
なし なし

運用

再委託

運用受託報

酬 *1
512,886

未収運用

受託報酬
120,829

情報提供、コ

ンサルティン

グ料(その他

営業収益)

*1

881,652 未収収益 634,534

(注)

1.取引条件及び取引条件の決定方針等

　*1各報酬等について、当該各契約に基づいて決定しております。

2.上記の金額には消費税等は含まれておりません。

2. 親会社に関する注記

親会社情報

アムンディ・ジャパンホールディング株式会社（非上場）
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アムンディ　アセットマネジメント（非上場）

アムンディ（ユーロネクスト　パリに上場）

クレディ・アグリコル・エス・エー（ユーロネクスト　パリに上場）

（1株当たり情報）

　

第37期 第38期

（自平成29年 4月 1日

　　至平成29年12月31日）

（自平成30年 1月 1日

　　至平成30年12月31日）

1株当たり純資産額 4,386.32円 5,293.61円

1株当たり当期純利益金額 660.57円 911.15円

なお、潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

1株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下の通りであります。

　

第37期 第38期

（自平成29年 4月 1日

　　至平成29年12月31日）

（自平成30年 1月 1日

　　至平成30年12月31日）

当期純利益（千円） 1,585,357 2,186,770

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益（千円） 1,585,357 2,186,770

期中平均株式数（千株） 2,400 2,400

（重要な後発事象）

第37期（自平成29年4月1日　 至平成29年12月31日）

該当事項はありません。

第38期（自平成30年1月1日　 至平成30年12月31日）

該当事項はありません。
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第２【その他の関係法人の概況】

１【名称、資本金の額及び事業の内容】

(1) 受託会社

＜訂正前＞

名　　　　　称
資 本 金 の 額

（平成30年3月末日現在）
事　業　の　内　容

野村信託銀行株式会社 35,000百万円 銀行法に基づき銀行業を営むとともに、金融

機関の信託業務の兼営等に関する法律（兼営

法）に基づき信託業務を営んでいます。

＜更新・訂正後＞

名　　　　　称
資 本 金 の 額

（平成31年3月末日現在）
事　業　の　内　容

野村信託銀行株式会社 35,000百万円 銀行法に基づき銀行業を営むとともに、金融

機関の信託業務の兼営等に関する法律（兼営

法）に基づき信託業務を営んでいます。

(2) 販売会社

＜訂正前＞

名　　　　　称
資 本 金 の 額

（平成30年3月末日現在）
事　業　の　内　容

野村證券株式会社 10,000百万円 金融商品取引法に定める第一種金融商品取引

業を営んでいます。

野村信託銀行株式会社
※ 35,000百万円 銀行法に基づき銀行業を営むとともに、金融

機関の信託業務の兼営等に関する法律（兼営

法）に基づき信託業務を営んでいます。

※　野村信託銀行株式会社は新規の販売は行いません。一部解約請求の受付ならびに収益分配金、一部

解約代金および償還金の支払等のみ行います。

＜訂正後＞

名　　　　　称
資 本 金 の 額

（平成31年3月末日現在）
事　業　の　内　容

野村證券株式会社 10,000百万円 金融商品取引法に定める第一種金融商品取引

業を営んでいます。

野村信託銀行株式会社
※ 35,000百万円 銀行法に基づき銀行業を営むとともに、金融

機関の信託業務の兼営等に関する法律（兼営

法）に基づき信託業務を営んでいます。

※　野村信託銀行株式会社は新規の販売は行いません。一部解約請求の受付ならびに収益分配金、一部

解約代金および償還金の支払等のみ行います。

第３【その他】

＜訂正前＞

(7) 目論見書は電子媒体等として使用される他、インターネット等に掲載されることがあります。
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その他の情報については、委託会社のホームページ（下記、お問合せ先）にて入手・閲覧すること

ができます。

＜訂正後＞

(7) 目論見書は電子媒体等として使用される他、インターネット等に掲載されることがあります。

その他の情報については、委託会社のホームページ（下記、お問合せ先）にて入手・閲覧すること

ができます。
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独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書

平成31年３月４日

アムンディ・ジャパン株式会社

取　締　役　会　御　中

ＰｗＣあらた有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　鶴　田　光　夫

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　久　保　直　毅

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会社等の経理状況」に掲

げられているアムンディ・ジャパン株式会社の平成30年１月１日から平成30年12月31日までの第38期事業年度の財務諸表、

すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記について監査を行った。

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示す

ることにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要

と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき

監査を実施することを求めている。

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法

人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務諸表

監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際し

て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、

監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財

務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、アムン

ディ・ジャパン株式会社の平成30年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要

な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　 上

（注）１.上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。

２.XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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独　立　監　査　人　の　中　間　監　査　報　告　書

令和元年７月10日

アムンディ・ジャパン株式会社

取　締　役　会　御　中

ＰｗＣあらた有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　鶴田　光夫

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　久保　直毅

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「ファンドの経理状況」に掲げ

られているワールド・バリュー・アロケーション Ａコース（為替ヘッジあり）（野村ＳＭＡ・ＥＷ向け）の平成30年12月

７日から令和元年６月６日までの中間計算期間の中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益及び剰余金計算書並

びに中間注記表について中間監査を行った。

中間財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間財務諸表を作成し

有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し有用な情報

を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中

間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画を策定し、これに基づき中

間監査を実施することを求めている。

　中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比べて監査手続の一部

を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による中間財務諸表の重

要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択及び適

用される。中間監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と有用な情報の表示に関連する

内部統制を検討する。また、中間監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見

積りの評価も含め中間財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

中間監査意見

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、ワールド・バリュー・アロケーション Ａコース（為替ヘッジあり）（野村ＳＭＡ・ＥＷ向け）の令和元年６月６日現

在の信託財産の状態及び同日をもって終了する中間計算期間（平成30年12月７日から令和元年６月６日まで）の損益の状況

に関する有用な情報を表示しているものと認める。

利害関係

アムンディ・ジャパン株式会社及びファンドと当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載

すべき利害関係はない。

以　 上

（注）１.上記は中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。

２.XBRLデータは中間監査の対象には含まれていません。

次へ

EDINET提出書類

アムンディ・ジャパン株式会社(E09666)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

54/55



独　立　監　査　人　の　中　間　監　査　報　告　書

令和元年７月10日

アムンディ・ジャパン株式会社

取　締　役　会　御　中

ＰｗＣあらた有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　鶴田　光夫

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　久保　直毅

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「ファンドの経理状況」に掲げ

られているワールド・バリュー・アロケーション Ｂコース（為替ヘッジなし）（野村ＳＭＡ・ＥＷ向け）の平成30年12月

７日から令和元年６月６日までの中間計算期間の中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益及び剰余金計算書並

びに中間注記表について中間監査を行った。

中間財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間財務諸表を作成し

有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し有用な情報

を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中

間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画を策定し、これに基づき中

間監査を実施することを求めている。

　中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比べて監査手続の一部

を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による中間財務諸表の重

要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続が選択及び適

用される。中間監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、中間財務諸表の作成と有用な情報の表示に関連する

内部統制を検討する。また、中間監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見

積りの評価も含め中間財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

中間監査意見

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、ワールド・バリュー・アロケーション Ｂコース（為替ヘッジなし）（野村ＳＭＡ・ＥＷ向け）の令和元年６月６日現

在の信託財産の状態及び同日をもって終了する中間計算期間（平成30年12月７日から令和元年６月６日まで）の損益の状況

に関する有用な情報を表示しているものと認める。

利害関係

アムンディ・ジャパン株式会社及びファンドと当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載

すべき利害関係はない。

以　 上

（注）１.上記は中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。

２.XBRLデータは中間監査の対象には含まれていません。

当期委託会社監査報告書へ

EDINET提出書類

アムンディ・ジャパン株式会社(E09666)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

55/55


	表紙
	本文
	1．有価証券届出書の訂正届出書の提出理由
	2．訂正事項
	第一部証券情報
	(12)その他

	第二部ファンド情報
	第１ファンドの状況
	３投資リスク
	４手数料等及び税金
	(3)信託報酬等
	(5)課税上の取扱い

	５運用状況
	（1）投資状況
	（2）投資資産
	①投資有価証券の主要銘柄
	②投資不動産物件
	③その他投資資産の主要なもの

	（3）運用実績
	①純資産の推移
	②分配の推移
	③収益率の推移

	（4）設定及び解約の実績


	第２管理及び運営
	１申込（販売）手続等
	３資産管理等の概要
	(1)資産の評価
	(5)その他


	第３ファンドの経理状況
	１財務諸表



	中間財務諸表
	ワールド・バリュー・アロケーションＡコース（為替ヘッジあり）（野村ＳＭＡ・ＥＷ向け）
	（１）中間貸借対照表
	（２）中間損益及び剰余金計算書
	（３）中間注記表

	ワールド・バリュー・アロケーションＢコース（為替ヘッジなし）（野村ＳＭＡ・ＥＷ向け）
	（１）中間貸借対照表
	（２）中間損益及び剰余金計算書
	（３）中間注記表
	２ファンドの現況


	純資産額計算書
	第三部委託会社等の情報
	第１委託会社等の概況
	２事業の内容及び営業の概況
	３委託会社等の経理状況
	（１）貸借対照表
	（２）損益計算書
	（３）株主資本等変動計算書


	第２その他の関係法人の概況
	１名称、資本金の額及び事業の内容

	第３その他


	監査報告書

